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京大東アジアセンターニュースレター   第 386号   






○ 読後雑感 ： 月刊誌編 ２０１１年１０月号  










時  間： 2011年10月18日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館（詳細未定） 
報告者： 小島正憲（中小企業家同友会上海倶楽部代表、東アジアセンター外部研究員、協力会理事) 
テーマ： 「現場から見た中国経済の現状―労働力不足を中心に―」  
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2011年度における開催(予定)日は以下の通りです。  




















■京都会場  2011年 11月 5日(土) 13時 
     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 









挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 田中秀夫 
     東京大学ものづくり経営研究センター ディレクター 新宅純二郎 
  
13:10-13:50 
京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  現代自動車から何を学ぶか 





フォーイン 『アジア自動車調査月報』編集長 中田 徹  現代自動車のグローバル戦略と中国事業 
  
14:15-14:40 
事業創造大学院大学 教授  富山 栄子 現地適応化めざした商品企画･製品開発プロセス 
  
14:40-15:05 
東京都市大学都市生活学部 教授 井上 隆一郎 外資メーカーブランドの中での現代ブランド 
  
15:05-15:30 
三菱総合研究所 主任研究員  赤羽 淳  アンケート調査に見る北京現代ユーザーの特徴 




愛知大学経済学部 教授  李 泰王  現代自動車のサプライヤー・ユーザー関係の再構築 
  
16:05-16:30 
東京大学大学院経済学研究科 (院) 徐 寧教  北京現代汽車のモノづくり思想 
  
16:30-16:55 






懇親会  京都会場:法経総合研究棟 2 階大会議室    東京会場:京都大学東京オフィス  （参加費 2000円,協力会会員は無料） 
司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター長 劉徳強 
閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長 大森經徳 
 
お申し込みは,塩地 shioji@econ.kyoto-u.ac.jp まで会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡ください｡(FAX:075-753-3492) 
ただし東京会場(定員 100 名)は既に締め切りとなりました｡京都会場(定員 500 名)にお申し込みください｡ 
************************************************************************************************ 











































《 VOICE１０月号 総力特集 「軋む中国」 》 



























































































































《 WILL１０月号 総力大特集 「中国の病根７」 》 










































































《 中央公論 １０月号 》 

















































































での話の先立ち、中越国境から戻ってきた後の最初の日曜日、9 月 4 日に反中デモはどうなっているかと中
国大使館前に向かった。ベトナムの若者たちによる反中デモは 6 月初めからほぼ毎週日曜日に中国大使館前
で定期的に開催されているとのことだったからであるが、残念ながら(?)9 月 4 日は完全に平穏でデモはなか
った。情報によると 8 月 21 日のデモが警察によって強制排除以来、デモがなくなったということである。9


































































































































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年             
1 月    4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 




されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
